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企業プロフィール

会社概要

セグメント情報　（双日ホールディングス（株）連結）

会社名 双日株式会社

資本金 130,049百万円（2005年10月31日現在）

設立 2003年4月1日

拠点数 国内： 8（支店、国内法人等）

 海外：64（現地法人、駐在員事務所等）

 　　 （2005年10月1日現在）

従業員数 単体：  1,932名（2005年9月末現在）

 連結：17,246名（2005年9月末現在）

取引業態別売上高構成比 （2005年3月期 連結）
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商品部門別売上高構成比 （2005年3月期 連結）
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　2005年10月1日、双日ホールディングスと双日は合併し、新生「双日」
となりました。双日ホールディングスは、2003年4月の設立以来、双日
グループの持株会社として経営統合の推進を図って参りましたが、
その目的を達成できたと判断し、双日を誕生させたものです。
　新しい双日では、従来にも増して透明性の高い経営体制、強いガバ
ナンス体制による経営を進めて参ります。その施策において地球環境
問題を経営上の重要課題の一つとして捉え、あらゆる事業活動を通じ
て、経済の発展と地球環境の保全の両立を図る「持続可能な発展」の実
現に向け最善を尽くし、次の世代に豊かな地球を引き継ぐことを目指
していきます。
　今年度はアスベストによる重大な健康被害の実態が社会問題として
明るみになりました。企業の環境に対する責任は益々厳しく問われて
おり、企業活動における環境法令の遵守はいうまでもなく、企業は社会
に大きな影響を与える存在として、より積極的に環境保全活動に取り
組むべきであることを強く認識しております。
　当社は、総合商社として世界規模で事業活動を行っているグローバ
ル企業です。グローバル企業には、組織や個人の誠実さやコンプライア
ンスに対する強固なコミットメント、文化への理解、環境への配慮を含
めた地球市民としての活動が求められております。
　そこで世界中で手がけていく新規投融資案件や開発プロジェクト案
件においては、計画段階で環境リスクを未然に防ぐための環境影響評
価を毎回実施しており、当該地域での環境法令の遵守は当然のことと
して、より高次元な視野での地域の社会環境や自然環境との調和を図
ることを重要視しております。
　また、当社ではあらゆる事業領域における環境ビジネスを促進する
こととしており、代替エネルギー事業・環境配慮型製品の取り扱い・リ
サイクル・地球温暖化対策事業等の切り口で、様々な取り組みを通じて
環境負荷の低減を図り、目に見える形で社会に貢献しておりますので、
そのいくつかの事例を本報告書でご紹介申し上げます。
　なお、新生双日の誕生にあたり、双日グループとしての礎となる
「企業理念」を策定致しました。

　この理念にのっとり、グローバル企業としての責務をグループ全
社が自覚し、経営と環境の両立による企業価値の向上を目指し、環境
ビジネスの促進、コンプライアンスの徹底と情報開示の充実等の施
策を今後とも積極的に展開して参ります。
　この報告書を通して当社の環境問題への取り組みをご理解頂くと
共に、皆様方の忌憚の無いご意見、ご感想をいただければ幸いです。

2005年12月
双日株式会社
代表取締役社長

社長メッセージ

双日グループは、誠実な心で
世界の経済や文化、人々の心を結び、
新たな豊かさを築きつづけます。
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双日グループスローガン

双日グループの企業理念とスローガン

双日グループ企業理念

「双日グループ企業理念」は、双日グループの社会的役割、存在意義、経営姿勢を広く社会に対して明らかにするものです。
当社は、“誠実な会社”であることを何よりも大切にしながら、グローバルな事業展開を通じて、豊かな社会づくりに貢献して参ります。

「双日グループスローガン」は、双日グループの意思や姿勢を社会に対して簡潔な言葉として発信し、社会とのコミュニケーションを
促進するメッセージと位置づけられるものです。社員一人ひとりが、これまでの常識にとらわれない自由な発想で考え、
新たな価値を社会に実現していくことを宣言しています。

双日グループは、誠実な心で
世界の経済や文化、人々の心を結び、
新たな豊かさを築きつづけます。
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環境マネジメントシステム

取り組み状況 　双日は総合商社として国内外においてさまざまな製品・サービスの
提供や事業投資等の活動を行っています。

　今日において、地球環境問題はその影響が地球規模の広がりを持つと
ともに、次世代以降にも及ぶ深刻な問題であるとの認識に立ち、あらゆる
事業活動を通して経済の発展と地球環境の保全の両立を図るために、
全社をあげて環境保全活動を推進していきます。

　その具体的な手法として環境管理の国際規格であるISO14001環境
マネジメントシステムを導入し、2005年11月1日現在、以下の認証を
取得しています。

　環境マネジメントシステムの適切な運用と継続的な改善を推進する
ために、年1度の定期的な内部環境監査を実施しています。今年度の内部
監査は2005年8月に実施しましたが、監査の結果、重大な不適合や法令
違反はなく、システムが適切に運営されていることを確認しました。
　また、ISO14001審査登録機構による定期的な外部審査においても、
前述の通り当社の環境マネジメントシステムが適切に維持管理されてい
ることと、2004年11月に改訂されたISO14001 2004年度版への移行
も問題ないことが確認されています。

登録証書

認証機関 ： 株式会社KPMG審査登録機構
認証番号 ： CR-E0019
認証取得 ： 1999年8月20日
改 訂 日 ： 2005年10月13日
有効期限 ： 2007年10月31日

認証登録事業者
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環境マネジメントシステム

環境方針

双日株式会社
代表取締役社長

2004年4月1日

　地球環境問題は、その影響が地球的規模の広がりを持つとともに、次世代以降にも
及ぶ深刻な問題である。
　双日は、地球環境問題を経営上の最重要課題の一つとして捉え、あらゆる事業活動
を通じて、経済の発展と地球環境の保全の両立を図る「持続可能な発展」の実現に
向け最善を尽くし、次の世代に豊かな地球を引き継ぐことを目指す。

基本理念

1．環境への配慮
　事業活動の推進にあたって、環境影響を認識し、自然生態系、地域環境及び地球
環境の保全に充分配慮するとともに環境汚染の防止に努める。

2．環境関連諸法規等の遵守
　事業活動の推進にあたって、環境関連諸法規、国際条約及び当社が合意した協定・
基準等を遵守する。

3．環境管理体制の維持と継続的改善
　環境マネジメントシステムを充実し、環境目的・目標の設定と定期的な見直しを
行い、その継続的改善に努める。

4．環境保全活動の推進
　日常のオフィス活動の中で、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減、リサイクル、
グリーン購入を積極的に推進し、循環型社会の実現に寄与する。

5．環境保全型ビジネスの推進
　環境負荷のより少ない製品や省エネルギー型あるいは省資源型の製品の販売や、
リサイクル事業、新エネルギー事業の開発など環境保全型ビジネスの推進により
環境負荷を低減し、「持続可能な発展」に寄与する。

6．環境方針の周知・公表と啓発活動の推進
　本方針を全ての役員・従業員に周知徹底させるとともに、社外にも開示する。また
全員が地球環境問題への深い認識を持ち、環境に配慮した企業行動を進めるよう教育・
啓発活動を推進する。

基本方針
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環境マネジメントシステム

環境管理体制

　双日は、社長から任命された地球環境委員長を環境マネジメント全般に関する環境最高責任者とした環境管理体制を構築し、
環境マネジメントシステムを推進しています。

社　長

環境担当者
（課長）

EMSユニット責任者
（各部長より選任）

環境責任者
（部長）

環境担当者
（課長）

環境責任者
（部長）

環境担当者
（課長）

全
　
　
従
　
　
業
　
　
員

環境マネジメント部会
部 会 長：環境管理責任者
メンバー：EMSユニット責任者
事 務 局：ISO事務局

環境管理責任者
（コンプライアンス部長）

内部環境監査チーム

緊急事態対策チーム

地球環境委員会
（事務局：コンプライアンス部）地球環境委員長

緊急事態対策チーム

EMSユニット責任者
（企画業務室長）

緊急事態対策チーム

EMSユニット責任者
（人事総務部長）

人事総務部各課

コーポレート コーポレート部 コーポレート課

営業部 営業課営業部門

人事総務部

地球環境委員長 社長より任命され、経営層を代表した環境マネジメント全般に関する最高責任者です。

地球環境委員会 環境マネジメントに係る基本方針および重要事項についての審議・立案、全社的に重大な影響を持つ環境上の緊急事態の対応をします。

環境管理責任者 環境マネジメント業務の全体を統括し、環境マネジメントシステムの運営、維持、管理を行います。

EMSユニット責任者 地球環境委員長より任命され、EMSユニット（部門）における環境管理の統括を行います。

環境マネジメント部会 環境マネジメントシステムの運用状況の確認と情報の伝達を行います。

環境責任者 地球環境委員長より任命され、部内の環境管理の統括を行います。

内部環境監査員 監査員養成研修を終了した社員が地球環境委員長より任命され、環境マネジメントシステムとその運用状況を定期的に監査しています。
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環境マネジメントシステム

環境目的・目標

　双日の環境マネジメントシステムでは、環境方針に沿って全社の『環境目的・目標』を設定しています。今年度の全社の『環境目的・目標』は
次に挙げる2つです。
　1）環境保全型ビジネスの推進
　2）双日グループ会社における環境関連法規制の遵守状況の管理
        
　また、各現場ではそれぞれの業務・商品・事業における環境に与える側面をすべて洗い出して環境影響評価を行い、環境方針に基づいた部
署ごとの『環境目的・目標』を設定しています。
　部署ごとの『環境目的・目標』の事例は以下の通りです。

2004年度は期初設定の目標を達成しました。

環境への配慮
（自然生態系、地域環境および地球環境保全への配慮と環境汚
染の未然防止）

・ 業務上の安全管理を徹底する
・ 製造メーカー・委託先の環境リスク対策を徹底する
・ 取扱い商品の環境配慮教育を実施する

環境関連諸法規等の遵守

・ 海外関連会社在籍国の環境関連法規の遵守
・ 法規を遵守する優良委託業者の選定
・ 産業廃棄物を適正に処理する

環境管理体制の維持と継続的改善
（環境マネジメントシステムの運営と環境リスク管理）

・ EMS活動、EMS教育を実施する
・ 関係会社の安全対策、環境リスク対策を徹底する

環境保全活動の推進
（オフィス活動における省エネルギー、省資源、廃棄物の削減、
リサイクル、グリーン購入の推進）

・ ペーパーレス化の推進
・ オフィス活動における省エネルギー、省資源、廃棄物の削減
に関する周知徹底

・ 分別廃棄によるリサイクルの促進

環境保全型ビジネスの推進
（資源・エネルギーの有効活用、環境負荷の低減へ貢献）

・ 環境ビジネス案件の開拓
・ 環境配慮型商品の販売促進
・ 環境関連機器等の拡販
・ リサイクル事業の推進
・ 新エネルギー事業の開発・推進

環境方針の周知・公表と啓発活動の推進
（環境教育・啓発活動の推進）

・ 双日全社のEMS活動、EMS教育を実施する

環境方針 目的・目標
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環境マネジメントシステム

環境教育・啓発

双日環境ISOホームページ（イメージ図）
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　環境マネジメントシステムを円滑に推進するために、そのシステムお
よび環境知識の取得のための教育・訓練として「環境影響評価研修（環境
責任者・担当者対象）」、「新入社員教育」、「一般従業員研修」、「内部環境監
査員養成研修」を定期的に実施しています。それに加え本年は、昨年11月
のISO14001：2004年版への規格改訂を受け、外部講師による「ISO14001
改訂セミナー」を開催しました。
　また、イントラネット上にある「環境ISOホームページ」から、全従業員
が環境方針をはじめとした環境マネジメントシステム関連文書を閲覧す
ることができます。



環境リスクマネジメント

　双日が事業活動を行うにあたりさまざまな環境面のリスクが存在します。特に環境法令を遵守し、環境汚染を未然に防止することは企業の
社会的責務であると認識しています。当社では、環境マネジメントシステムにおいて事業活動に伴う環境リスクを把握し管理しています。

環境法規制等の遵守

　当社が直接的に遵守すべき法規制のみならず間接的に影響を受ける法令も把握し、定期的に遵守状況をチェックしています。
　主な環境関連法規制等は以下の通りです。

廃棄物・リサイクルに関する法規制等
  ・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）
  ・ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正処理の推進に関する特別措置法（PCB廃棄物特別措置法）
  ・ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）
  ・ 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）
  ・ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）
  ・ 使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）

化学物質及び危険物に関する法規制等
  ・ 毒物及び劇物取締法
  ・ 労働安全衛生法（化学物質の危険有害性表示制度、石綿障害予防規則）
  ・ 特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（オゾン層保護法）
  ・ 高圧ガス保安法

公害による法規制等
・大気汚染防止法

合意した業界基準等
・持続発展のためのICC産業界憲章（1996年6月支持表明）
・日本経団連地球環境憲章（1991年4月）

  ・ 日本貿易会環境行動基準（2002年2月）

新規事業投資の環境影響評価

　新規事業投資案件の稟議・審議にあたり、環境保全の観点から申請部署が『環境チェックリスト』を作成し環境影響評価を行うことを義
務付けています。

グループ会社の環境監査

　監査部ではグループ会社の監査の際に、製造業・加工業など工場を有するグループ会社に対して環境管理体制・環境法令遵守状況など環
境管理面での監査も同時に行っています。
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環境保全型ビジネス

環境保全型ビジネス取り組み事例

　双日が取り組んでいる環境保全に貢献する事業活動をご紹介します。

風力発電事業

サーマルリサイクル事業

エネルギー・金属資源部門

双日マシナリー（株）での環境・リサイクルへの取り組み

機械・宇宙航空部門

化学品・合成樹脂部門

貴金属回収事業

環境に優しい水性インキを使用した食品包材の販売

ダイオキシン対策の水酸化アルミニウム入り包装材販売

SCM構築によるCO２削減への取り組み

建設・木材部門

大型ショッピングセンターで生ゴミのコンポスト処理を実行

環境に配慮した植林材～FSC認証材の取扱い

生活産業部門

「資源」としての「廃食用油」の有効活用

FSC認証材チップの取扱い

環境に配慮したチップ植林事業

地球環境と健康にやさしいLOHAS事業展開

輸入羽毛に「エコテックス規格100」取得

「再生ポリエステル」のユニフォーム（制服）供給

環境循環型素材「リヨセル」の展開

人と地球に優しい繊維製品の開発

新規事業開発グループ

産業廃棄物追跡・管理システム「ヴィーナスシステム」

ISO14001認証取得支援サービス

自動車リサイクル事業
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エネルギー・金属資源部門

環境保全型ビジネス

機械・宇宙航空部門

双日マシナリー（株）での環境・リサイクルへの取り組み
　双日マシナリー（株）は、環
境問題に対し、最適な処理技術、
処理装置の提供を行ってい
ます。廃棄物を熱分解処理す
るプラズマ熱分解システム、
食品残渣の肥料へのリサイク
ルに貢献する真空乾燥機、汚
れた廃ビニールのリサイクル
に役立つ洗浄・粉砕機、食品
包材分離装置、廃棄物を完全
無害化するアルカリ加水分
解装置、使用済みプラスチックの適正処理をサポートする廃プラ
スチック減容装置、金属類のリサイクルに使われる金属圧縮機・切
断機、ゴミ問題にソリューションを提供する粗大ゴミ切断機、おい
しい水を作り出す地下水ろ過システム、バイオマスエネルギーを
作り出すバイオマス発電設備など、再資源化事業を含めた、提案型・

ソリューションビジネ
ス展開を積極的に進め
ています。

風力発電事業
　双日は、環境ビジネスの一環として北海道・えりも町にて風力発
電の商業運転を行っています。商業運転開始は1997年で、えりも
町役場からサイトを長期賃借しており、自治体の協力を得ながら
事業運営を行っています。さらに、高知県葉山村で20,000kW規模
の発電所を建設中で、2006年4月に操業を開始する予定です。電
波障害、騒音、生態系な
どの周辺への影響を十
分に考慮しながら、地
球温暖化防止に貢献し
ています。

サーマルリサイクル事業
　双日は、千葉県白井市に（株）エコ・エナジー・ジャパンを設立、動
植物性残渣、有機汚泥を中心に、医療廃棄物、廃プラなどの廃棄物
を適正処理するとともに、消却に伴って発生する廃熱を有効利用
して、蒸気タービンによる発電（1.2MW）を行い、サーマルリサイ
クルを実現、環境負荷を軽減する発電事業を推進しています。

　

＊詳細については双日マシナリー（株）のホームページをご覧ください。
　http://www.sojitz-mac.com/
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環境保全型ビジネス

化学品・合成樹脂部門

貴金属回収事業
　双日ケミカル（株）は、
化学プラントから出る使
用済触媒から貴金属を回
収するリサイクル事業を
手掛けています。貴金属は、
宝飾に使用される金、銀、
白金（プラチナ）が広く知
られていますが、ほかに
パラジウム、ロジウム、ルテニウム、イリジウム、オスミウムなどが
あります。双日ケミカルはケミカル分野での貴金属回収を強みと
していますが、最近では小島化学薬品（株）（埼玉県狭山市）と共に
記録媒体や燃料電池での需要が期待されているルテニウムの回収
を行ったり、双日と共同で自動車リサイクル分野における排ガス
分解装置中の貴金属回収を進めるなど、各パートナーと幅広く横
展開しています。

環境に優しい水性インキを使用した食品包材の販売
　プラネット（株）は、食品トレーや弁当容器などの食品包材用に、
環境に優しい水性インキを使用したプラスチックフィルムの販売
を行っています。消費者の嗜好に合わせて、木目や模様などカラフ
ルな印刷が施された食品包材が流通していますが、これらは印刷
した薄いプラスチックフィルムを容器に貼り付けたものです。通常、
フィルムの印刷には油性インキが使用されていますが、油性インキ
に含まれる溶剤には、トルエン、キシレンなどの化学物質が使用さ
れており、フィルムの生産過程において化学物質が排出されるため、

引火・爆発の危険性や、工
場周辺の環境汚染、フィ
ルムの残留溶剤などの問
題がありました。水とア
ルコールからできている
水性インキにはこれら
の心配はありません。安
全性が高く環境に配慮
した製品として、水性イ
ンキを使用した食品包
材の提案に努めています。

ダイオキシン対策の水酸化アルミニウム入り包装材販売
　プラネット（株）は、ゴミ焼却時のダイオキシン発生抑制効果の
高い水酸化アルミニウムの原料原体を製紙メーカーに販売し、さ
らに製紙された抄紙した混合紙（スイアルペーパー）を製袋メーカ
ー向けに販売しています。水酸化アルミニウムには下記の有用な
働きがあり、焼却炉から排出される煙や焼却灰・飛灰に含まれるダ
イオキシンを抑制します。
　①酸化促進作用による燃焼促進効果
　②ダイオキシン吸着効果
　③塩化水素ガスの吸着効果
　④重金属吸着効果
　現在、水酸化アルミニウム入りポリ袋やゴミ袋の販売を検討し
ており、今後も環境に優しい包装材の提案をしていきます。

SCM構築によるCO２削減への取り組み
　プラネット（株）は、樹脂ビジネスにおいて、国内の家電メーカー
向けにSCM構築による物流機能の強化を提案しています。具体的
には、受発注管理や物流管理、在庫管理等を一括して代行すること
により、家電メーカーの「購買代理店」として機能するというもの
です。従来は、複数の外注先ごとに個別に行われていた資材の調達
を、ユーザーの生産計画をもとに需要予測を立てて、集約化を図り
ました。家電メーカー向けのABS樹脂原料のSCM構築事例では、
大ロットデリバリーと小口デリバリーを効率良く組み合わせるこ
とにより、流通在庫を圧縮し、トラック輸送の大幅な削減を実現し
ました。SCM構築前に比べて総運行距離にして月間約37,000km
の減少により、物流過程で発生するCO2の削減に寄与しています。

　

　

【SCM導入による商流】

最適発注

生産計画情報

成形メーカー 成形メーカー 成形メーカー

材料メーカー 材料メーカー 材料メーカー

製品メーカー

プラネット

［［集合配送］

［大ロットデリバリー］ットデリバ

12



環境保全型ビジネス

建設・木材部門

大型ショッピングセンターで生ゴミのコンポスト処理を実行
　双日は佐賀県で運営している大型ショッピングセンター「モラ
ージュ佐賀」で生ゴミの処理にコンポストを使用しています。「モ
ラージュ佐賀」全体では、月間平均約12,500Kg（1日当たり約400Kg）
の生ゴミが排出されていますが、すべて場内の堆肥化プラントで
細菌を使ってコンポスト化しています。生ゴミはコンポスト化に
より重量が60～70％程度、月間8～9トンが生成されており、地元
の農協や青果栽培業者に全量無料で配布され、すべて有機栽培用
として使用されています。

環境に配慮した植林材～FSC認証材の取扱い
　双日は、環境に配慮した植林材への需要増加に伴い、適切に管
理された森林から切り出されたことを証明する森林管理協議会（FSC）
の「森林管理に関する認証」の認証を受けた木材の取扱いを強化
しています。ソロモン諸
島の大手シッパーと3年
間のFSC認証材の対日
独占契約を締結してお
り、2006年度から月間
2,000立方メートルを国
内合板メーカーに継続供
給していく予定です。

「資源」としての「廃食用油」の有効活用
　日本では、ファーストフードの店舗などを保健所員が巡回し、フ
ライヤーで使用されている食用油の過酸化物価や酸価を測定し、
基準値を上回っている場合は「営業停止」などの厳しい措置がとら
れることもあり、各店舗では定期的に新しい油と交換しています。
また、食品の安全性や公害に厳しい日本では、使用後の廃食用油を
下水や土中に廃棄することは禁止されており、良質な廃食用油が
年間30万トン前後も排出されています。
 双日は、1980年代半ばより廃食用油のリサイクルビジネスに着
目し、食品加工メーカー、ファーストフード店、レストランなど食
用油脂を大量に使用している業界で廃食用油を回収している産廃
業者を束ねることで、日本初の廃食用油脂回収業者組合（東日本油

脂組合）の結成を支援し、
廃食用油回収システムを
構築しました。また同時に、
回収された廃食用油を油
種・グレード別に選別・再
生する工場とタイアップ
し、脂肪酸原料、飼料原料、
石鹸原料、燃料などに選
別再生して販売するシス
テムも作り上げ、その取
扱量においてNo.1シェ
アを誇っています。
 このようにして回収・再
生された油は、国内で使

用されるだけでなく、中国、マレーシア、台湾、韓国などにも良質な
飼料用、脂肪酸用原料として安定的に輸出され、日本からの輸出量
は月間2,000－3,000MTにのぼり、再び資源として有効利用され
ています。

FSC認証材チップの取扱い
　双日は、国際的な認証機関である森林管理協議会（FSC）の「森林
管理に関する認証」を取得した豪州の植林木を加工した認証材チ
ップの輸入を開始しました。FSCによる認証は環境保全に配慮し
適切な管理をしている森林に与えられる国際認証です。認証材チ
ップは日本全国の自治体や企業でFSCによって認証された用紙の
利用が広がっていることなどを背景に今後大幅に輸入が増えると
予想されます。双日ではこれを契機に今後さらに豪州とニュージ
ーランドからのチップの取扱いを増やしていきます。

　

生活産業部門
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環境保全型ビジネス

生活産業部門

環境に配慮したチップ植林事業
　近年、熱帯雨林地域を中心に、環境に配慮した植林事業が大きな
注目を浴びています。双日は、得意とするベトナムで1993年に紙
の原料となる木材チップ製造事業会社VIJACHIP社を設立し、同社
を通じて地元の植林会社へ融資することで植林を進め、その植林
木からチップを製造し日本に輸出しています。
　その後、VIJACHIPでの経験を活かし、海外での植林事業に本格
的に参入し、現在では、QPFL社（植林面積約1万ha：ベトナム）、
GPFL社（約6,000ha：豪州）、EPFL社（約3,000ha：豪州）と、過去
10年という比較的短期間で大規模に植林事業を展開するまでに
至っています。これらの植林事業では成長の早いユーカリを中心
にして苗木を植え、約10年で伐採が可能となり、環境への配慮と
製紙原料の安定供給に貢献しています。
　当社が「呼び水植林」をすることで周囲の農家でも植林を始める
という波及効果も生まれています。また、ベトナムにおいては、
VIJACHIPが2001年か
ら毎年200万本（1,300ha
相当）の苗木を農民に無
償で供給し、植林の拡大
を図っています。

地球環境と健康にやさしいLOHAS事業展開
　スポーツジムやヨガに通い、食生活に気を配り、社会貢献してい
る企業の製品や環境負荷の低い商品を選択するというような、健
康的で地球環境にやさしいライフスタイル「LOHAS」（Lifestyles 
Of Health And Sustainability）を志向する人が欧米を中心に増
加しています。双日は、このLOHASをコンセプトにした事業を展
開するため、アパレルメーカーの（株）クリムゾンと共同で、2005
年12月より国内７店舗で衣料品を中心
にテスト販売を開始しました。さらに、
2006年秋には大型ショッピングセン
ターにフラッグショップを立ち上げ、衣
食住に関わる物販のみならず、飲食・ヨガ・
カルチャー教室などのサービスを融合
した売り場をプロデュースし、本格展開
を図る計画です。

輸入羽毛に「エコテックス規格100」取得
　双日は、日本向け「羽毛」輸入分野では約20％のシェアを誇って
いますが、羽毛輸入No.1商社として社会的影響度も勘案し、他社
に先行して2001年、羽毛に関する「エコテックス規格100」の認定
を取得しました。この規格は、1992年に欧州で紹介されて以来、多
くの地域で認知され発展してきており、繊維製品のエコラベルと
していまや事実上の世界規格となっています。「エコテックス規格
100」認定を取得した製品には、人体に危険を及ぼすレベルの有害
物質は含まれていない、という保証が与えられるもので、欧州では、
同規格を取得していない繊維商品は購入しないところもあるとい
われるほど権威のあるものです。当社では、輸入した羽毛を提携先
の加工場で洗浄し、清潔かつ安全な製品となって出荷しています。
また、洗浄後の排水は100％リサイクルされており、「環境に優しい」
を実践しています。

「再生ポリエステル」のユニフォーム（制服）供給
　双日は、半世紀前より官公庁向けユニフォームをOEM（受託生産）
で供給しています。日本では、2001年4月1日にグリーン購入法（国
等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）が施行され、今
ではポリエステル製品のほぼ全量がリサイクルされたペットボト
ルなどを原料とした再生ポリエステルが使用されるに至っていま
す。当社では、JRグループ、防衛庁、警察などに制服用シャツ類を中
心に再生ポリエステル使用のユニフォームを供給すると同時に、
民間企業向けにも力を入れています。当社のユニフォーム事業は、
再生ポリエステルの使用により、日本で問題となっている使用済
みペットボトルの回収推進にも間接的に貢献しています。
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環境保全型ビジネス

生活産業部門

環境循環型素材「リヨセル」の展開
　双日は、地球環境を意識した素材を追求し社会に貢献するもの
づくりを提案しています。現在、当社が力を入れて展開している素
材にレンチング社（オーストリア）のリヨセル繊維があります。リ
ヨセルとはヨーロッパ環境賞を受賞した新しい天然繊維です。リ
ヨセルの原材料であるユーカリ樹は計画植林されたものを使用し、
生産工程で使用するアミン系溶剤も100％再利用されています。
セルロース系繊維ゆえに環境に負荷をかけることなく自然へと還
ることから次世代循環型のエコロジー素材と呼ばれています。さ
らにリヨセルはヨーロッパ基準の「ECO-LABEL」に加え「ISO9001」、
「エコテックス100」、「WWFパンダ賞」といった環境保全に関わる
数々の認証を受けており、環境に配慮した商品が求められる市場
ニーズの高まりに呼応するかたちでリヨセルの需要も順調に拡大
しています。

人と地球に優しい繊維製品の開発
　双日グループの繊維子会社である第一紡績（株）では、地域社会
と協力し豊かな自然環境を保護していくことを使命として、人と
地球に優しい次のような製品開発に取り組んでいます。
①リヨセル：ヨーロッパ環境賞を受賞した天然繊維であるレンチ
　ング社（オーストリア）のリヨセルを原料としたインナー・ナイ
　ティー向けの原糸・生地の開発・生産。
②オーガニックコットン：米国産オーガニックコットンを使用して、
　第一紡績のオリジナルブランド「生活百科」シリーズにて、安心・
　安全で環境に優しい靴下や手袋・タオルなどの商品開発。
③減農薬コットン：2004年9月より、農薬の使用を10分の1
　抑えたオーストラリア産の綿花を本生産に投入し、環境と人に
　優しい繊維素材として製品化。

自動車リサイクル事業
　双日は、自動車リサイクル法施行にいち早く対応し、自動車販売
店や板金塗装・整備工場、損害保険会社などと連携して使用済み自
動車を引き取り、解体、適正処理を行う（株）CRS埼玉と常石CRS（株）
を設立しています。破砕くずを発生させない「全部再資源化方式」
の自動車処理方法を採用して、中古部品の回収や、資源の再利用・
有効活用を進めており、ほぼ100％のリサイクルを実現しています。
また、日本興亜損害保険（株）と共同で、自動車整備業者やディーラ

ー向けに適正処理支援の
ネットワーク構築にも取
り組んでいます。今後は、

CRS（Car Recycle Studio）の直営工場を核に、自動車リサイクル
事業を全国で展開していきます。

産業廃棄物追跡・管理システム「ヴィーナスシステム」
　双日の産業廃棄物追跡・管理システム「ヴィーナスシステム」は、
産業廃棄物の排出・運搬・処理状況を報告するマニフェスト(産業
廃棄物管理表)を紙と電子の両方式で管理するシステムです。マニ
フェストの発行・管理にかかるコストや手間を大幅に削減し、排出
事業者、収集・運搬事業者、処理事業者の間で情報共有を図ること
ができます。また、JWNET(財団法人日本産業廃棄物処理振興セン
ター)の電子マニュフェストにも連携しています。さらに、GPS（全
地球測位システム）を活用することにより、処理の流れを追跡する
ことが可能です。廃棄物
処理法に対応して、各排
出事業者が産業廃棄物の
適正処理と情報管理に取
り組んでいる中で、「ヴィ
ーナスシステム」は、大手
メーカーや大規模最終処
理施設などで採用されて
います。今後も現場のニ
ーズに対応したサービス
展開をしていきます。

ISO14001認証取得支援サービス
ISO14001は、組織活動が環境に及ぼす影響を最小限に食い止

めることを目的に定められた、環境に関する国際的な標準規格です。
双日では、ISO14001認証取得のための支援サービスに取り組ん
でいます。環境保護に対する意識が高まり、各種リサイクル法等の
整備が進んでいる中、リサイクル業者やスクラップ業者の間でも、
ISO14001認証取得の必要性がますます高まっています。双日では、
短期間で効率的に取得できるように、ユーザーの作業負荷を極力
軽減したプログラムを提供しており、認証取得後も、環境マネジメ
ントプログラムの継続的改善を進めるための、アフターフォロー
サービスを実施しています。これまでに約40社の認証取得を支援
しています。

　

新規事業開発グループ
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環境保全オフィス活動

環境保全オフィス活動

　双日では、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減、リサイクル、グリーン購入を積極的に推進し、全社員参加で環境負荷の低減に努めていま
す。“クールビズ”、“ウォームビズ”の実施、昼休み、退社時の消灯、OA機器、コピー機等の電源切りなどによるオフィス内電力使用量の削減。
両面コピーの実施、裏紙利用、パソコンのとりあえず印刷の抑制、社内手続きの電子化などによるペーパーレス。オフィス用品の購入にはイ
ンターネット購買システムを導入し、グリーン購入を推進すると共に、定番商品を設定することにより消耗品購入の無駄をなくしています。
ゴミ排出は分別ゴミ回収ボックスを各フロアーに設置し、廃棄物のリサイクル率の向上を目指しています。

2004年度の当社の事務所内における電気使用量およびゴミの排出量は以下の通りです。
注：双日(東京)は、三田NNビルおよびトレーピアお台場から国際新赤坂ビルおよび六本木25森ビルに2004年7月から2005年1月にかけ順次移転しました。

電気使用量　（単位：万kWh）

ゴミ排出量　（単位：トン）

三田NN/国際新赤坂/六本木25森
トレードピアお台場
トレードピア淀屋橋
ホーコク
世界長

合 計

204.50
129.03
21.22
27.84
12.15
394.74

大 阪

東 京

三田NN/国際新赤坂
/六本木25森 トレードピアお台場 トレードピア淀屋橋

④再資源化率（％）

③最終処分量(単位：トン）

①排出量(単位：トン）

②再資源化量(単位：トン）

331.75
220.27
111.48
66.4％

271.60
192.00
79.60
70.7％

29.17
17.18
11.99
58.9％

19.71
7.42
12.29
37.6％

6.34
1.84
4.50
29.0％

4.93
1.83
3.10

37.1％

ホーコク 世界長 合 計

大 阪東 京

注 ①それぞれのビルにおける双日（株）の該当分を算出。
②原則、双日（株）が事業所として使用していた月毎の数字を合算。
③双日（株）分でデータを取っていない部分は、ビル全体に対する面積按分で算出。
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コンプライアンス体制

当社の取り組み

１． 2004年4月には、社内組織としてコンプライアンス部を新設し、双日グループおよびその役職員が国内外法令・社内規程を遵守し、
 社会規範を尊重した節度と良識を持った行動の徹底を図ることを目的としたコンプライアンス・プログラムを制定しました。

２． 双日グループのコンプライアンスを実施・徹底するために、チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を指名し、
 CCOを委員長とするコンプライアンス委員会を設置して、法令遵守・危機管理対応を徹底するための活動を行っています。　
 また、双日グループ内の法令遵守違反の防止、早期発見・対応を目的として、CCO、弁護士へのホットラインを設置するなどの取り組み 
 を行っています。

３． 双日グループのイントラネット内にコンプライアンス委員会のホームページを開設し、関係会社を含めたグループ企業に対する啓蒙 
 に努めています。今後も、啓蒙・教育などの施策の実施によりグループ全体でのコンプライアンス強化に取り組んでいきます。

社会貢献活動（CSR活動）

　旧ニチメンではNPO日本救援衣料センターを窓口として、海外の難民などに社員・グループ社員・OBが中古衣料を年1回まとめて寄贈す
る貢献活動を10年にわたり継続していました。旧日商岩井では、1988年に「日商岩井国際交流財団」を設立以降、人材の育成や国家間の相
互理解をめざし、国内外の学術研究者や留学生への助成を行い、国際交流促進のための活動を支援してきました。
　また「日商岩井トレードピアクラブ」が年2回社内の募金活動を行い、会社としても寄せられた募金に対し一定の金額をマッチングギフト
として提供し、日本ユニセフ協会、日本フォスター・プラン協会などに寄付して世界の恵まれない子供たちの援助のために貢献していました。
　双日は、旧ニチメン、旧日商岩井両社の社会貢献活動の精神を承継すべく、今年4月に社会貢献活動の専門部署を設けるとともに、総合
商社としての当社の実情に即した活動から再開すべく検討を進めています。

　なお、双日は社員一人ひとりの社会的責任への意識向上に努
めており、その一環として、社員による募金活動を大災害が発
生するたびに継続して行っています。

2004年 12月 スマトラ沖地震／インド洋大津波 1,293,736円
2005年 9月 ハリケーン「カトリーナ」 386,771円
2005年 10月 パキスタン北部地震 459,276円
（金額は当社役職員による募金総額。会社のマッチングは含まず。）
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